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戦後英国における
児童法 と里親 ケア優先施策に関す る0考 察
山 川 宏 和
〔抄録〕
本稿は,戦 後英国の児童福祉実践の鍵である里親ケアを,歴 史的事象を背景 として
成立 してきた児童法及び,地 方自治体施策の脈絡において検証するものである。戦後
一貫 して進められてきた とされる里親ケアは,果 たして揺 らぐことはなかったのか,
原資料をもとに明らかにし,各 年代に特徴的に見 られる施策 ・実践 を通 じ,現 行里親
ケアが,過 去50年 に積み上げてきたものを明確化するとともに,そ の根拠を問うこと
を目的としている。
キ ー ワ ー ド 児 童 法,里 親 優 先,親 責 任,介 入
第1節1948年 児童法 と里親ケア
「誰 の 児 童?」(WhoseChildren?)と 題 さ れ た ア レ ン女 史(LadyAllen)の 投 書 が タイ ムズ 紙
に掲 載 され た の は,1944年7月15日 の こ とで あ る。 彼 女 は,そ の 中 で,中 央 省 庁 や 民 間 慈 善 団
体 の 監 護 下 に あ る多 数 の児 童 が,「 わが 国 の伝 統 的 児 童 ケ ア にあ る ま じき全 く旧 態 依 然 と した悲
ほ ラ
惨な条件下で養育されている」 と書いた。掲載後,同 紙には,「戦時中を通 じて他の どんな議題
くわ
よりも多 く,養 護児童に関する手紙」が寄せ られたが,こ のことは,養 護児童を含む児童のケ
アに関する問題が,潜 在的にではあれ,国 民の関心事であったことを示 している。その背景に
は,戦 時疎開の経験があった。
1941年 までに300万 人に達 した疎開者のほとん どは,清 潔な生活習慣 を身につけていたが,
中には,里 親が虱や夜尿といった問題に直面 させられる疎開児童もいた。そうした問題に対 し




開の影響の第一は,専 門性を持ったソーシャルワーカーの増員 という児童ケアの新 しい試みが,
地方自治体 において発展 したことである。第二の影響は,乳 児院における児童への影響調査や
くお
施設ケアの目的や適切 な施設の規模,職 員に必要な技術に関する研究が発刊 されて,対 象が施
設処遇の問題にも波及 したことである。 また,第 三の影響は,1943年 に保健省の非公式委員会
くの
が,戦 後,親 の死亡や遺棄によっておよそ1万 人の児童が家庭に戻れないと見積もったことに
よって,政 府の注意が養護児童に向け られたことである。ティトマス(Titmuss)は,こ のよう
な状況を,「元来は児童を安全な所に移す疎開計画が,お よそ1941年 の半ば以降,児 童をケアに
しの
受 け 入 れ る こ とで,違 う役 割 を担 い 始 め た 」 と分 析 して い る。
そ う い っ た 時 期 の ア レ ン女 史 の投 書 は,児 童 ケ ア に 関す る全 国 的 な 関心 を呼 び起 こ し,内 務
大 臣 ハ ー バ ー ト ・モ リス ン(theHomeSecretary,HerbertMorrison)が1944年12月 に 発 表 した,
児 童 ケ ア に 関 す る調 査 委 員 会 の 設 置,つ ま り,イ ン グ ラ ン ドと ウ ェ ー ル ズ にお け る カ ー テ ィス
委 員 会 と,ス コ ッ トラ ン ドに お け る ク ラ イ ド委 員 会 の根 本 的 契 機 と な っ た の で あ る。 ア レ ン女
くの
史 の 投 書 は,大 戦 末 期,政 府 が 多 くの 法 案 を抱 えて い る中 で,児 童 ケ ア見 直 しの 「も う一 押 し」
の 役 割 を果 た したの で あ る。
内務 大 臣 モ リス ン は,調 査 委 員 会 の 任 命 を急 ぐつ も りは な か っ た よ うだ が,デ ニ ス ・オ ニ ー
ル(DennisO'Neill)と い う里 子 が 里 親 に殺 され る事 件 が 状 況 を一 変 させ た 。
1933年 児 童 青 少年 法(ChildrenandYoungPersonsAct1933)で は,親 の ネ グ レク トあ る い は
くわ
虐待のためにケアや保護が必要だと少年裁判所に認められた児童は,地 方自治体に託されたが,
ネグレク ト児童は貧困児童を対象とする公的扶助委員会が,被 虐待児童は地方 自治体教育部が
責任を負っていた。デニスは,1940年 に 「フィット・パースン」(fitperson)命 令によってニュ
ーポー ト・カウンテイ ・バラ(日 本の市にあたる一筆者)に 託置され,1944年 に別の地方 自治
体であるシュロップシャー(日 本の県にあたる一筆者)の ゴウ夫妻に里親託置 されたが,不 幸
は ラ
に も,暴 行 と放 置 に よ る栄 養 失 調 に よ り,1月9日 に 死 亡 した 。 前 述 の 通 り,ニ ュ ー ポ ー トで
は教 育 部 が 里 親 託 置 と指 導 監 督 を行 い,シ ュ ロ ップ シ ャー で は里 親 託 置 を教 育 部 が,指 導 監 督
は公 的扶 助 委 員 会 が 行 う とい う不 統 一 が あ った 。 そ の他 の 不 手 際 も重 な っ た が,要 は,保 健 省
(MinistryofHealth)や 内務 省(HomeOffice)や 教 育 省(MinistryofEducation)が そ れ ぞ れ の管
轄 で責 任 を負 う指 導 監 督 が,複 雑 多 岐 に わ た る諸 規 則 に あ って 全 く不 十 分 な もの で あ っ た た め
に起 きた悲 劇 で あ っ た 。
1945年3月28日 に 内 務 大 臣 に よ っ て指 名 され た モ ン ク トン卿(SirWalterMonckton)が,5
月 に は 調 査 報 告 を ま とめ,行 政 的 調 整 の 混 乱 と,2つ の 自治 体 問 の 連 絡 調 整 の 不 備,里 親 家 庭
に対 す る指 導 監 督 の 欠如 が あ っ た こ とを 明 らか に した の は,自 明 の理 で あ っ た。
何 れ に しろ,ア レ ン女 史 の 訴 え とそ れ に喚 起 さ れ た 世 論 が,カ ー テ ィ ス委 員 会 の 直 接 的 契 機
で あ り,デ ニ ス ・オ ニ ー ル 事 件 は,そ の 準 備 段 階 にお い て 拍 車 を掛 け た もの と言 え る だ ろ う。
事 実,カ ー テ ィス 委 員 会 の 設 置 は3月8日 で,モ ン ク ト ン卿 の指 名 以 前 で あ り,報 告 の刊 行 さ
一206一
佛教大学大学 院紀要 第28号(2000年3月)
れ た時 期 に は,す で に作 業 に取 り掛 か っ てい た と考 え る のが 妥 当で あ る。
1945年3月 か ら,翌 年9月 まで18ヶ 月 を費 や し,229人 の 証 人 と451の 施 設 と58の 自治 体 を
の ラ
調査 したカーティス委員会は,「両親をなくしたり,そ の他のいかなる理由であれ,両 親や血縁
関係の者 との正常な家庭生活を失った児童に与えられる現在の方法を調査 し,親 によるケアの
欠落を補償するため最適に計画された状態の下で児童が養育されることを確実にするためにい
ほの
か な る手段 が と られ るべ きか検 討 す る」 とい う付 託 権 限(termsofreference)を 与 え られ てい た。
委 員 会 の 視 点 は,公 的 な児 童 ケ ア の 方 法 や 責 任 の 配 分 に注 が れ た が,ケ ア の方 法 につ い て も,
責 任 の配 分 と同 じ よ う に心 許 ない 現 状 を見 出 した 。 公 的 扶 助 施 設(publicassistancehomes)や
少 年 拘 置 施 設(remandhomes)や,民 間 団体 施 設(voluntaryorganizations'homes)な ど公 私 を
問 わず,施 設 で は,児 童 へ の 関 心 や 愛 情 が 欠 落 した,「 児 童 た ち が,権 利 と可 能性 を持 った 個 人
ロの
としては扱われないケア」が行われていて,退 行など精神発達上の悪影響も見 られたため,委
員会は,か なりの施設において,規 律の問題を除いて,救 貧法に関する王命委員会の少数派報
告の今世紀初頭の基準 と比べて良 くなった点は見 られず,家 庭的なケアを行える訓練 を受けた
有資格職員が広く不足 しているとも考えていた。
逆に,委 員会が評価 したのは,里 親ケア(Boarding-out)で あった。メンバーは,数 多 くの里
親家庭を訪問し,不 適切な家庭もあったが,里 親家庭に受け入れられていなかったり,愛 情 と
幸せが見受け られない家庭 はほとんどなかったゆえに,デ ニス ・オニール事件のようなことが
起こり得る危険性を認めなが らも,バ ラックのように建てられた大規模施設で暮 らすよりは好
ましいと考えたのである。






責任 は,単 一 の 省 庁 に与 え られ,児 童 の ケ ア に助 言 を与 え る一 つ の 委 員 会 が 任 命 さ れ る べ き」
と され た 。 どの 省 庁 が 中心 的 な責 任 を負 うか は,1944年 教 育 法(EducationAct1944)に 基 づ き
2歳 以 上 の 児 童 に 関 わ る地 方 教 育 委 員 会(10caleducationcommittees)及 び教 育 省 と,2歳 未 満
の 幼 児 に 対 して ナ ー ス リー な どの 責 任 を 負 う母 子 福 祉 委 員 会(thematernityandchildwelfare
committees)及 び 保 健 省 との 間 で 争 わ れ た が,委 員 会 は,そ れ につ い て 二 つ の 深 刻 な異 議 を述
べ た 。 第 一 点 は,単 一 の 省 庁 が 責 任 を負 う とい う こ とは,児 童 の ケ ア や 環境 や 人 間 関 係 の継 続
が 必 要 な場 合 に そ の 責 任 の移 譲 が 要 求 さ れ る こ と で あ る こ と,第 二 点 と して,仮 に児 童 ケ ア の
機 能 が 既 存 の 部 局 に残 る と して も,そ の 本 来 の 機 能 か ら成 る わ け で は な く,た とえ ば教 育 委 員
くユヨラ
会なら,児 童のケアより教育 を第一義に考慮すべ きだということである。つまり,中 央省庁も
地方自治体の委員会 も,共 に専 門的でなければならないと考えたのである。こうして,中 央省
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庁 の責 任 は,内 務 省 が 担 う こ と とな っ た 。 これ は,内 務 省 が,1908年 児 童 法(ChildrenAct1908)
に よる 少年 裁 判所 の 新 設 以 降,児 童 局(Children'sBranch)を 置 き,少 年拘 置 施 設 の監 督 や 種 々
の取 り組 み を行 っ て きた り,第 二 の 要 求 に合 致 す る よ うな,中 央 児 童 ケ ア研 修 協 議 会(Central
TrainingCouncilinChildCare)を1947年7月 に創 設 して い た た め で あ った 。 ま た,地 方 で は,
新 しい 児 童 委 員 会(children'scommittee)が,以 前,他 の委 員 会 が 行 っ て い た機 能 を引 き継 い
で,里 親 ケ ア や 入所 施 設 に 対 す る責 任 を負 う こ と と な っ た 。 こ の こ と は,前 述 の 第 三 の 考 慮,
「広 範 な分 野 」 も含 ん で い る。
政 府 は,こ の よ う な カ ー テ ィス 委 員 会 の勧 告 を受 け 入 れ,具 体 的 に児 童 法 を法 制 化 し,1948
年6月 の終 わ りに可 決 され,国 家 扶 助 法(NationalAssistanceAct)が 救 貧 法 に ピ リオ ドを打 っ
た 「約 束 の 日」7月5日 に施 行 され た の で あ る。
1948年 児 童 法 の 意 義 の 第一 は,里 親 ケ ア を施 設 入所 よ り優 先 さ せ た こ とで あ る。 カー テ ィ ス
委 員 会 は,里 親 ケ ア を 「第 一 に考 慮 さ れ る が,も し暫 時 望 ま し くなか っ た り,実 施 困難 な ら ば,
くユの ロ らラ
児童は,児 童ホームや民間施設に委託される」として,「理想的な方法」 と考えていた。
こうした背景には,戦 後間もなく,発 達心理学の分野で,児 童には個別的で家庭的な愛情の
くユの
あ る生 活 が 必 要 だ とい う研 究 が 多 く発 表 され た こ とが あ る。
ま た,も う一 つ,里 親 ケ ア の増 加 を確 実 に した もの は,経 済 的 な理 由 で あ った 。 ロ イ ・パ ー
カー(RoyParker)が 『児 童 ケ ア の決 定 』(DecisioninChildCare)の 中 で指 摘 した よ う に,施 設
ロの
ケアにかかる費用は,1952年 度の段階で里親ケアの2.9倍 であった。19世 紀後半の託児所スキャ
ンダル以来,里 親が報酬を目的として児童を預かることは問題だと考えられていたことも政府
には好都合であった。1950年 に,内 務省は,児 童1人 につき週2ポ ンド以上を里親に払 わない
ように制限 したが,1952年 に,里 親が里子を養 う費用の平均は,1ポ ンド44シ リングであ り,
5ポ ンド25シ リングかかる地方自治体施設の平均との差は明らかであった。費用の削減につな
が り,そ の上,児 童の最善の利益(hisbestinterests)に 貢献する里親ケアは,明 らかに促進 さ
れるべきものであった。
1948年 児童法のもう一つの意義は,「児童が地方 自治体のケアにある場合,児 童の最善の利益
のため,性 格と能力の適切な発達の機会を与えるため,そ の権限を行使する。児童のケアの提




つまり,1948年 児童法は,自 然の家庭の強さと形成力を強調 して,正 常な家庭生活(normaI
familylife)を 剥奪 された児童に対する家庭復帰援助を地方 自治体に義務づけた。地方 自治体で
は児童委員会と児童部長が保護の直接の責任を負い,中 央においては内務省が初めて民間団体




同 時 に,同 法 は,事 後 の 状 況 に対 処 す る もの で あ っ て,児 童 が 公 的 に ケ ア さ れ る こ と を予 防 す
る とい う観 点 が,全 くの埒 外 に あ っ た とい う 限 界 も同 時 に抱 え て い た の で あ る。
第2節1950年 代 か ら1970年 代 に お け る 里 親 ケ ア
前 節 で 述 べ た1948年 児 童 法 の 限界 は,地 方 自治 体 児 童 部 で 実 際 の職 務 にあ た る ワー カ ー の名
称 が,里 親 主 事(boarding-outofficer)で あ っ た こ とか ら も窺 え る。 ま た,委 員 会 や 両 親 が ケ ア
の 終 了 を要 求 した 時 に,裁 判 所 命 令 か 特 別 親 権 行 使 許 可(specialassumptionofparentalrights
provision)が な け れ ば,地 方 自治 体 は 親 権 を得 られ ず,ケ ア の 受 け 入 れ に は,実 質 上,親 の 同
意 が 必 要 で あ っ た。 そ こ で,家 族 ケ ー ス ワー ク(familycasework)が 展 開 して い った 。 す る と,
児 童 が 里 親 ケ ア に あ っ て も,元 の家 族 の 一 員 で あ る こ とを強 調 す る こ とで,で き る限 り早 く児
ロの
童が家庭復帰するケースが増え,長 期間の里親ケアの割合は減少することが明らかになってき
た。やがて児童部は,そ の親自身や家庭生活が崩壊 した原因に目を向け,家 族と児童を援助す
るためにはケースワークの技術が不可欠であるとし,里 親主事の名称 も児童ケア主事(child
careof丘cer)に 変更された。
1950年7月 には,家 庭での児童虐待 を防 ぐため,地 方自治体に予防のための資源を有効に利
用することを求めた,内 務省,教 育省,保 健省の合同通知が出された。 この通知は,施 設ケア
や里親ケアにある児童だけでなく,家 庭にある児童に対する行政の責任 を認め,予 防介入志向
を地方自治体に具体的に求めることとなった。
そこで,1952年,児 童青少年法が改正され,地 方自治体に児童のネグレク トや虐待の疑いの
ある状況を調査する権限が与えられたが,予 防活動を行うための財政措置についての権限は与
えられなかった。 しか し,1956年 に任命されたイングルビー委員会(InglebyCommittee)の 勧
告を経て,改 正1963年 児童青少年法によって,地 方 自治体 は,予 防的ケースワークの実施権限





1949年 に55000人 だ っ た ケ ア に あ る 児 童 の 数 は,1952年 には64500入 に増 え,財 政 負 担 は緊 急 の
問 題 と な っ た 。 これ は,児 童 委 員 会 が 以 前 よ り も広 範 に養 護 児 童 を扱 っ た こ と と,新 しい サ ー
ビス が 広 く認 知 さ れ多 くの 児 童 の ケ ア が 申請 さ れ た こ とが 原 因 で あ る。 とに か く,政 府 に とっ
て は,こ れ 以 上 ケ アす る児 童 の 数 を増 や さな い こ とが 急 務 とな っ た の で あ る。
また,労 働 党 の ロ ン グ フ ォー ド卿(LordLongford)を 中心 と した グ ルー プが,1964年 の報 告
書 『犯 罪 一 わ れ らす べ て に対 す る挑 戦 』 の 中 で,ソ ー シ ャル ・サ ー ビ ス の 改 善 に よ る犯 罪 予
防 を論 じ,新 しい家 族 サ ー ビス は,児 童 部 や,保 健,福 祉,教 育 の 各 部 の 一 部 機 能 を含 む 中 央,
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地方の行政が統合 されたものとなることを要請 した。同年に政権に返 り咲いた労働党は,こ れ
を素地 として,翌1965年 に政府 白書 『児童,家 族及び青少年犯罪者』を刊行 したが,こ れは,
1963年 児童青少年法と並んで,1950年 代を通 じて,1959年 の兵役廃止後 も増加 した非行少年の
社会問題化が生んだ成果の1つ であった。
白書は,2つ の重要な提案を行っている。1つ は,少 年裁判所の廃止の提案であり,も う1
つは,「 地方自治体パーソナル ・ソーシャル ・サービスの組織と責任を検討 し,効 果的な家族サ
ロリ
ー ビ ス を確 立 す る た め に望 ま しい 変 化 につ い て 考 慮 す る独 立 した 小 委 員 会 」 の 提 案 で あ る。 前
者 は,治 安 判 事 の 団体 な ど の 強 い 反 対 に遭 っ て,少 年 裁 判 所 は 存 続 させ る が 権 限 の多 く は地 方
自治 体 に移 譲 す る とい う形 で 決 着 し,後 者 は,シ ー ボ ー ム委 員 会 の 直 接 的 背 景 とな っ た 。
この た め,1965年12月 に 設 立 され た シ ー ボ ー ム 委 員 会 は,自 ず と,予 防 と家 族 とい う2つ の
観 点 を持 っ て い た。 こ れ は,1968年 に刊 行 され た報 告 が,「 コ ミュ ニ テ ィ を基 礎 と し,か つ 家 族
に 焦 点 を当 て た(communitybasedandfamilyoriented)」(報 告 書 第2節)地 方 自治 体 社 会 福 祉 部
の 設 立 を勧 告 して い る こ と か ら も明 らか で あ るが,審 議 の段 階 にお い て,重 要 な変 化 も起 きて
い た 。 た と え ば,家 族(児 童 を持 つ 家 庭 を意 味 し て い る)以 外 に も問題 を抱 え た 人 は存 在 す る
し,イ ズ リ ン トン(Islington)の ソー シ ャ ル ワー カー ・グ ルー プが 強 調 した よ う に,多 くの 問 題
ロの
は,コ ミュニティによってより拡大された範囲に関連 しているために,委 員会がコミュニティ
の概念を持 ちこむほどに,家 族の強調は,修 正されることになった。 また,政 府白書刊行以前
の,イ ース トボーンにおける王立保健会議でのティ トマスの講演 も委員会に大 きな影響 を与え
た。彼は,予 防志向のほとんどは家族中心,児 童中心であるが,新 しい部は,家 族関係の援助
ねの
よ り もむ し ろ,サ ー ビ ス供 給 を 重 要 視 す るべ き だ と した 。 こ う して,家 族 サ ー ビ ス とい う概 念
は,誕 生 す る以 前 に よ り広 く野 心 的 な もの に飲 み 込 まれ て しま っ た 。1971年 に 施 行 され た 地 方
自治 体 ソー シ ャ ルサ ー ビ ス法(TheLocalAuthoritySocialServicesAct)に1ま,組 織 形 態 や サ ー ビ
ス 決 定 以 前 の調 査,さ らな る 資 源 の 要 求 とい っ た勧 告 の 重 要 部 分 に触 れ る も の が な か っ た こ と
は周 知 の通 りで あ る。
そ こ で,1950年 代 に入 っ て か らの 里 親 ケ ア を見 て み る と,か つ て の デ ニ ス ・オ ニ ー ル 事 件 の
よ う に劇 的 で は な か っ た け れ ど も,混 乱 して い た。
デ ヴ ォ ン(Devon)と い う地 方 自治 体 が1953年 の11月 に刊 行 した 『施 設 閉 鎖 で 何 が 起 こ った
か 』(WhatHappenedWhenHomesClose)で は,2つ の 大 規模 施 設 と1つ の ナ ー ス リー が 閉鎖 さ
ねの
れ,あ る施設は,定 員を40人 から20人 に減 らしたことが報告されている。このような事 は,英
国の各地で見 られた事実であった。 しかし,大 規模施設の閉鎖や縮小は,施 設処遇の改善では
あったが,里 親ケアに完全に取って代わられるものではなかった。ケアを受けている児童に占
める里親ケアの割合は,カ ーティス委員会が調査 した1946年 の29%か ら,1950年 には37%に
くの セの




また,前 述 したカーティス委員会勧告の,児 童の個別のニーズに合ったパーソナルなケアに里
親ケアは合致 していると考えられながら,里 親ケアの質と量の問題 も議論されていった。すべ
ての里親家庭が十分慎重に選ばれているか,多 くの児童の個別的なニーズに合致 しているのか,
という疑問は,ダ ドリー(Dudley)と いう地方 自治体において,71人 の里親ケアに託された児
リ アラ
童 の うち,26人 が1つ 以 上,そ の う ち14人 が3つ 以 上 の里 親 家 庭 を経験 した とい う た らい 回 し
の 実 例 か ら も,確 か な も の とな っ て い っ た 。 この 背 景 に は,一 時保 護 な ど を して児 童 の ニ ー ズ
を 把 握 す る こ とが 欠 如 して い た り,安 易 な 里 親 選 び や 里 親 家 庭 に 対 す る監 督 の不 十 分 さが 存 在
し て い る と考 え ら れ,実 践 の 統 一 基 準 が,1955年 里 親 委 託 法(BoardingOutofChildren
Regulations1955)に よ っ て具 体 化 され た 。 そ こで は,里 親 ケ アの 要 素 は,児 童 が 家 族 の一 員 と
のむ
して生活することであると定義され,地 方自治体 は,家 族の数や性別,年 齢などに特に注意を
払うことが求められた。
このように,ニ ーズが里親ケアでは充足 されない とワーカーが判断 したり,里 親の許容 を越
えた行動のために,里 親家庭を変わる児童 もいたが,具 体的な数字は,内 務省が地方 自治体に
対 して里親家庭の変更数の把握を要求 しなかったので知られていない。しかし,1950年 代初期
の3年 間,デ ヴォンで里親ケアの失敗を研究 した トレイスラー(Trasler)は,長 期里親ケアは,
3分 の1か ら5分 の2の 間で失敗していると指摘 した。中部イングランドで,1961年 から1963
年の間に,里 親ケア開始か ら5年 経過 した場合 を調査 したヴィクター ・ジ ョージ(Victor
けの
George)は,失 敗率が59.8%に 上ると算定した。調査研究がすべて,失 敗の理由に関 して一致
しているわけではないが,そ こには,い くつか共通する要素が見受けられる。
まず,里 親ケアが失敗 しがちなのは,児 童の年齢が高い場合である。たとえば,パ ーカーの
研究では,11歳 以上で里親家庭に預けられた児童のうち,77%が 里親家庭を変更していた。ま
ぼの
た,執 拗 な行 動 上 の 問 題(persistentbehaviourproblems)も,失 敗 の原 因 と な りが ち だ と され て
い る。 さ ら に,ジ ョー ジ は,里 親 の モ チ ベ ー シ ョ ン調 査 や児 童 との 相 互 作 用 が 選 考 にお い て 強




場合 を除き」 という1948年 児童法第13条 を引用して,す べての児童に里親を期待するとした,
第一次報告の内務省の論調は,1961年 には,同 様 の優先義務に加え,里 親ケアがすべての児童
に対する方法 として自動的かつ不変的なものではない とするようになった。さらに,1964年 に
は,里 親ケアはすべての児童 にとって最 も必要なものではなく,そ れゆえに,里 親ケアにある
のの
児 童 の 割 合 が 漠 然 と上 昇 を続 け るべ きだ とい うこ と は期 待 さ れ な い と して,全 く トー ン ・ダ ウ
ン して し ま った 。 児 童 ケ アに お い て 優 先 さ れ る よ う に な っ て15年,里 親 ケ ア は,こ こ に至 って,
「理 想 的 な 方 法」 とは認 め られ な くな っ て しま っ た の で あ る。
しか し,量 的 拡 大 の ペ ー ス ダ ウ ンは,里 親 ケ ア の 変 化 を 否 定 す る もの で は な か っ た 。 児 童 へ
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の一方通行な,短 絡的な里親ケアではなく,様 々な試みの中で,里 親ケアの新 しい展開は模索
されたのである。たとえば,障 害児の里親ケアや,複 数の家族をケアが必要な児童 と一緒に1
つの家に集めた りといったことが,財 政的問題に要請され行われたが ,ケ ント(Kent)で は,
家庭の危機状況による数週間から数 ヶ月の短期的な里親ケアが爆発的に増加 し,サ マセッ ト
(Somerset)で は,里 親と実親との交渉に基づいて,数 時間から数週間預かる,重 度障害児の里
親ケアが計画された。このような試みは,児 童の身体状況を把握 し,専 門性 を確立するために,
里親と地方自治体の関係を強化することとなった。
短期間の里親ケアが増加すると,そ れまでの永続的な里親ケアとどちらが有効であるかが対
立 し,そ の狭間で,中 期 とも言うべ き里親ケアも増 えていった。このような論争に影響を与え
たのは,『待機児童』(ChildrenWhoWait)(RoweandLambert,1973)と アメリカであった。この
書は,1971年 の段階で,自 治体や民間組織 を問わず,代 替家庭を必要 としながら施設で暮 らし
くおラ のの
ている児童は7000人 に上るとし,「代替ケアは,計 画 と継続の配慮に欠けている」 と指摘 した。
この計画と継続の配慮に欠けるということは,ア メリカにおける調査研究(Goldstein等)で 言
うところの,悪 化 したケア(driftincare)で ある。 さらに,1950年 代の調査とは対照的に,児
童の家庭復帰 を強調すると,ケ アは長期化するという事例が多数報告され,ア メリカの傾向で
あった 「永続性」(permanency)の ある長期間の里親や養子縁組が求められるようになった。つ
まり,こ の時期の児童ケア主事が決定の早い段階で考慮すべき事項は,家 庭復帰か,永 続的な
代替ケアか,と いうことであった。しか し,早 い段階で永続的な里親家庭 を選択することは,
苦境 に陥った家庭の養育能力や児童への関わ りを早期に判断 してしまうことになり,権 利擁護
団体(FamilyRightsGroup一 児童をケアに託 している親の権利擁護組織 一 など)か らの批
判を浴びた。そこで,児 童ケア主事たちは,託 置の失敗の危険性について自覚 し,イ ンフォー
マルな調整には慎重になり,法 による統制や,裁 判所命令による後ろ盾を望むようになった。
こうして,70年 代前半の里親ケアは,短 期 ・長期の里親ケアに分裂し,質 的量的な課題 も解
決されぬまま,1948年 児童法の時のような 「もう一押 し」を待っていた。
第3節1975年 児童 法 および1989年 児童法 にお ける里親 ケ ア
マ リア ・コルウェル(MariaColwell)は,6年 の里親ケアから実親に戻されてす ぐの1973年
に,実 母 と継父の虐待に遭い,殺 された。デニス ・オニール事件との相違点はあるが,共 通点
のほうが遥かに重要であった。モンク トン卿が報告 した指導監督の欠落 も,カ ーティス委員会
が指摘 した有資格 ワーカーの不足 も,マ リア ・コルウェルの場合にはなかったが,地 方自治体





た ち も,「 法 は,相 変 わ らず,児 童 の 利 益 の た め の 計 画 を妨 害 した り,台 無 し にす る よ う な親 権
りの
に重 きを置きすぎている」 と感じていた。改正 された1975年 児童法では,親 権の地方自治体へ
の移譲はより簡単にな り,措 置決定におけるワーカーの権限は強くなった。 しか し,権 限の強
化は,里 親ケアの増加には貢献 したが,全 ての問題の力学を変えたわけではなかった。





がった。ソーシャルワーカーたちは,最 後の手段でないか ぎり,な るべ くケアに受け入れよう
とはせず,計 画 と決定は遅れ,問 題が深刻化されて最後の手段に入って くる悪循環に陥ってい
たのである。このことは,施 設ケアか里親ケアか,養 護児童か非行少年か,介 入か不介入か,
といったような二元論で語れる時代,言 ってみれば,50年 代からの楽観主義の時代が,「戦後英
ほわ
国の児童ケア政策の第2段 階」である,1970年 代半ばには終っていたことを証明し,1980年 代
後半における問題の温床 となった。
くヨの
また,マ リア ・コルウェル事件は序に過ぎず,そ の後も児童虐待死事件は続いた。事件報告
は,ケ アにある児童に不安定で不適切な託置を与えている計画の貧困さと粗悪なソーシャルワ
くヨの
一 ク実 践 を指 摘 して
,ソ ー シ ャ ル ワ ー ク 介 入 の 遅 れ は 再 び批 判 され た 。 だが,事 件 報 告 の1つ
が,ソ ー シ ャル ワー ク は,事 実 上,法 的枠 組 み の 中 で,ソ ー シ ャ ル ワー カ ー を雇 用 す る機 関 が
くぐの
要 求 す る機 能 に よ っ て の み 定 義 さ れ る と し て,既 存 の 枠 組 み の 中 で の ソ ー シ ャル ワー ク の 限 界
を指 摘 して い た の も また事 実 で あ っ た 。
1984年 に下 院 ソー シ ャル サ ー ビス 委 員 会(HouseofCommonsSocialServicesCommittee)が,
報 告 書 『ケ ア に あ る児 童 』(ChildreninCare)で,法 律 上 の 主 要 部 分,規 則,判 決 の 詳細 な 検 討
こむ ラ
を要 請 し,保 健 ・社 会 保 障 省(DepartmentofHealthandSocialSecurity)の 黄 書 『児 童 ケ ア 法 の
検 討 』(ReviewofChildCareLaw)が1985年 に,白 書 『児 童 ケ ア と家 族 サ ー ビス にお け る法 』 が
1987年 に刊 行 され,英 国 の 戦 後 児 童 福 祉 を支 えて きた 法 の 全 体 が 見 直 され よ う と して い た。
検 討 され た 問題 点 の1つ に,ニ ー ズ に関 す る 親 の 意 見 が 聞 き入 れ られ て い る か ど う か が あ っ
た 。 親 た ち は,当 然 の こ と なが ら,最 終 手 段 で は な く,必 要 な時 に快 く応 じて も らえ る ケ ア を
望 み,精 神 的,物 質 的 危 機 に あ る 場 合 も,年 長 児 童 の行 動 問 題 を抱 え た場 合 も,同 じ よ う に親
切 で積 極 的 なサ ー ビス を望 ん で い た 。 しか し,強 制 的 な 児 童 との分 離 は 望 ん で お らず,家 族 問
題 は専 門 機 関 に軽 視 され,親 の 責 任 は ソ ー シ ャル ワ ー カ ー に よ っ て傷 つ け られ て い る,と 考 え
て い た 。 この よ うに,児 童 をケ ア の 外 に置 い て お くこ とは,ソ ー シ ャ ル ワ ー カー に は"予 防"
で あ っ た が,親 に とっ て は"ケ ア の拒 否"で あ っ た。
1987年 の7月 に,ク リー ヴ ラ ン ド(Cleveland)の 地 元 新 聞 は,性 的 虐 待 の 診 断 を も と に 自 ら
の 児 童 を 地 方 自治 体 に よ っ て 引 き離 され た 親 に 関 す る 記 事 を載 せ,安 全 居 住 命 令(Placeof
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SafetyOrders)や 法 的 後 見 人 手続 き(WardshipProceedings)を 受 けた 児 童 が3ヶ 月 以 内 に100
人 を超 す こ とが,全 国 的 に報 道 され た 。 翌 年 の 報 告 書 は,介 入 の 妥 当性 に つ い て は述 べ なか っ
た が,性 的 虐 待 は神 話 の よ う な(あ りえ な い)も の で は な く,事 実,多 くの ケ ー ス に お い て 虐
くれラ
待は起こっていたとした。 しか し,こ の報告がそれまでの虐待事件の報告と異なっていたのは,
児童虐待防止システムの崩壊の原因が,ソ ーシャルワーカーが兆候に気づかなかった り,行 動
けの
が遅かったのではなく,医 学的診断への過度の信頼 と児童 を強制的に移動 させたことだ と指摘
した点である。それまでの反省から迅速に対応 したことが,逆 に仇 となったのである。ここで
の問題は,家 族診断とも言える適切 な面接を見過ごしたことで,そ れなしに家庭に侵入 して児
童を引 き離 したのは,専 門家による虐待(権 力濫用)で あ り,勧 告の第2項 において,「児童は
ぱの
個人であ り,専 門家の考慮の対象ではない」 とされたように,迅 速 さと同時に慎重 さも求めら
れたのである。言い換 えれば,ソ ーシャルワーカーが法的に正 しかろうとそうでなかろ うと,
法的な介入は,道 徳的,人 間的な枠組みにおいて見出される必要があった。思いや りとケアと
共感の枠組みである。つまり,家 族への援助 と児童の保護は,対 立 した り,矛 盾 した りするこ
となく,共 通の態度とアプローチと技術を要求するというのである。 こうして,ク リーヴラン
ロの
ド報 告 は,法 改 正 に お け る 「ジ グ ソー パ ズ ル の最 後 の1ピ ー ス 」 と な った 。
こ れ らを背 景 と して成 立 した1989年 児 童 法 は,今 日の 英 国 の 児 童 ケ ア を規 定 す る法 で あ るが,
そ の画 期 的 な点 を い くつ か 挙 げ る こ と にす る。
そ の 第 一 点 は,立 場(attitude)の 変 化 で あ る。 長 い 間 論 議 され て きた 親 権(parentalrights)
は,こ の法 に お い て,「 子 の 親 が 子 及 びそ の 財 産 に 関 して有 す る す べ て の 権 利,義 務,権 能,責
任 及 び権 威 を意 味 す る」(第3条 第1項),「 親 責 任 」(parentalresponsibilities)に 取 っ て代 わ ら
れ た 。 つ ま り,公 的 機 関 の 権 限 ・義 務 ・責 任 を 規 定 す る公 法 に,児 童 の 権 利 や 親 の 権 利 ・義
務 ・責 任 と い う私 法 が統 合 され,一 体 的 に調 整 さ れ る こ とに な っ た ので あ る。
ほお
この変化は,3つ のメッセージを含んでいる。第一に,責 任は権利 より重要であるというこ
とである。第二に,そ れゆえ決定を下すのは親であることである。第三に,国 ではなく,親 が
児童 に責任を持っていることである。独立した両親は,養 子縁組 を除いて,親 責任を放棄する
方法 を持たない。地方 自治体 は,親 責任 を行使 した り,両 親が親責任 を行使するのをコントロ
ールできるが,親 は親責任を保持 し続けるのである。
第二の画期的な点は,第1条 第1項 に,「(a)児 童の養育,又 は,(b)児 童の財産の管理 も
しくはそこか ら生ずる収入の利用 に関するいかなる問題 を判断する場合 にも,児 童の福祉
(child'swelfare)は,裁 判所の至高の考慮事項(paramountconsideration)と する」 と明記され
た 「児童の福祉」の原則である。これは,児 童の権利条約において 「児童の最善の利益」を第
のの
一 義 的 な考 慮 事 項(primaryconsideration)と して い る こ と を超 え る もの で あ る
。
しか し,児 童 の福 祉 や最 善 の 利 益 は不 確 か な概 念 で あ る。 た と え ば,児 童 が 自治 体 の ケ ア か
ら親 許 に戻 る場 合 に,裁 判 官 は予 期 され る効 果 を比 較 しな け れ ば な らな い 。 第1条 第3項 に は,
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そ の 効 果 を 予 知 す る源 と して,「(a)当 該 児 童 の確 か め 得 る希 望 と感 情,(b)児 童 の 身体 的,
情 緒 的 お よ び教 育 的 ニ ー ズ,(c)児 童 の 状 況 の 変 化 が 児 童 に及 ぼす 影 響 」 な どが 挙 げ られ て い
る。 そ の 上 で,フ リー マ ン(Freeman)は,「 相 対 的 に膨 大 な情 報 を も って して も,可 変 的 な 結
はおラ
果の予期 し得る結果(の 部分だけ一筆者)を 知ることは危険だ」として,児 童の未来を予測す
る難 しさを強調している。また,彼 は,「養子縁組では,児 童の福祉は,"第 一の考慮"(1976年
ロの
養子縁組法第6条)に だけ存在 し,こ の原則で さえ,全 ての決定には適用されない」 として,
児童の福祉の原則の適用に疑問を呈 し,裁 判所の判例を待っている。
画期的な三番 目の点は,「子の養育に関する問題が生ずるいかなる手続 きにおいても,裁 判所
は,そ の問題を考慮する際のいかなる遅れも子の福祉 を害するおそれがあるとの一般原則 を考
慮するものとする」(第1条 第2項)と した,「 遅滞の回避」である。決定の遅滞は,そ れが児
童の預かり知らない所で起 きるだけでなく,将 来にわたって両親や他人と協力する許容性 とに
くらの
有 害 で あ る か らで あ る 。 これ に は,4つ の 問 題 点 が あ る。 第 一 に は,こ の 規 定 が,養 子 縁 組 を
含 む す べ て の 問題 に適 用 され る こ とで あ る。 第二 に は,遅 滞 禁 止 命 令(delayinjunction)は,厳
密 に判 断 さ れ るべ きで は な い とい う こ と で あ る 。 た と え ば,児 童 が 特 別 の環 境 に 適応 で き る か
ど うか 見 る た め に 決 定 を保 留 す る こ とや,よ い 実 践 の た め の 報 告 を待 つ こ とは,遅 滞 が 児 童 に
貢 献 す る事 例 で あ る 。 第 三 には,こ の 条項 は,福 祉 報 告(welfarereport)の 状 況 に沿 っ て判 断
さ れ るべ きだ とい う こ と で あ る。 福 祉 報 告 を待 つ こ と は,必 然 的 に 遅 滞 が 生 じる こ と に な る。
くらの
だからといって,価 値ある報告が整理されることを認めないな どとするべ きではない,と ブリ
ーマンは述べ る。第四に,こ の条項は,結 果が調査 されることによって効力が与えられること
である。ケース進行の管理義務 を与えられた裁判所は,調 査を積み上げることによって,タ イ
ムテーブルの作成や,遅 滞 を最小限にする対策を取ることができるようになる。
くらの
注 目すべ き点の四番 目は,法 全体の理解の鍵である,裁 判所の不介入あるいは最低限の介入
原則である。裁判所は,第1条 第4項 にあるように 「(a)裁 判所が,第8条 命令の付与,変 更
若 しくは取 り消 しを考慮 している場合において,そ の命令の付与,変 更若 しくは取 り消しが手
続当事者から反対されているとき,又 は,(b)裁 判所が,第IV部 に基づ く命令の付与,変 更若
しくは取 り消 しを考慮 している場合」,前述の第1条 第3項 に基づいて意見を聴取する。しか し,
裁判所は,交 流命令や禁止命令(共 に第8条)や,ケ ア命令やスーパーヴィジョン命令(共 に
第IV部)を,「 全 く何の命令 も下さないことよりも児童にとってより良好であると考えるときを
除き,い かなる命令も下 してはならない」(第3条 第5項)の である。この条項のため,裁 判所
は,な ぜ命令が求め られ,そ れが何によって期待されるのかを知る必要があ り,ソ ーシャルワ





戦後英国における児童法 と里 親ケア優先施 策に関す る一考察(山 川 宏和)
うで あ っ た の か 述 べ る こ と にす る。
前 節 で 指 摘 した1960年 代 後 半 か ら1970年 代 初 め の 里 親 ケ アの 動 揺 は,数 の上 か ら も実 証 され
るで あ ろ う。1965年 に約33200人 で52%を 占 め て い た里 親 ケ ア は,1973年 に は 約28400人 で
32%ま で減 少 した 。 逆 に,施 設 ケ ア は,1965年 に約23800人 で37%だ った もの が,1973年 に は
約28300人 で32%と 人 数 的 に は増 加 した。1948年 児 童 法 以 後,里 親 優 先 原 則 が 採 られ て 来 た に
もか か わ らず,そ れ ぞ れ の 児 童 は ほ ぼ 同 数 とな っ た の で あ る。 しか し,1974年 か ら里 親 ケ ア は
再 び 上 昇 に 転 じ,1982年 に約36900人 に 達 した 。1996年 現 在 は,約33200人 と数 は 減 っ た が,ケ
ア を受 け る 児 童 の 数 が 減 少 した た め に,全 体 に 占 め る割 合 は65%ま で上 昇 して い る(表1-1)。
つ ま り,1970年 代 以 降,里 親 優 先 条 項 は,「 公 式 に は」 消 滅 したが,暗 黙 の 了解 と して 地 方 自治
体 に残 っ た の で あ る 。
また,1971年 に は,そ の 他 の ケ ア に あ る 児 童 が,前 年 に 比 べ18000人 ほ ど増 加 し,1973年 に
は,1965年 と比 べ て5倍 弱 に な って い る(表1-1)。 こ れ は,1971年 の シ ー ボ ー ム 再編 成 に よ
っ て,在 宅 で ケ ア を受 け る児 童 が 増 加 した た め で あ る と考 え られ る(表1-2)。 ま た,1974年
の 施 設 入 所 児 童 の 数 が,前 年 と比 べ て1万 人 近 く増 加 して い る の は,コ ミュ ニ テ ィ ・ホ ー ム
(我が 国 の 児 童 自立 支援 施 設 一旧 教 護 院 にあ た る)を 加 え た た め で あ る。 さ ら に,ケ ァ を 受 け る
児 童 の 全 体 数 が,1982年 か ら1996年 に か け て6割 弱 に まで 減 少 して い る こ と も重 要 で あ ろ う。
これ は,表 面 的 に は,予 防活 動 に よ っ て ケ ア を受 け る 児 童 が 減 っ た と積 極 的 に捉 え る こ と もで
きる が,「 ケ ア を受 け る こ と は,窮 地 に陥 っ た場 合 に の み用 い られ るべ きサ ー ビ ス で あ る,と い
くらの
う主として消極的な見方を反映」 しているとも捉えられる。 しか しながら,こ の期間における
ケアを受ける児童の減少は,施 設ケアが極端に減少 していることが最大の理由である。1982年
の約26400人 か ら,1996年 には僅か約6000人 となっている。施設ケアが里親ケアに比べはるか
に膨大な資源投入 を必要 としているにもかかわらず,そ の成果が極めて否定的であ り,多 くの
くらゆ
施設内虐待スキャンダルなどが80年 代に連綿として暴露 されてきた事実の反映であり,サ ッチ
おロ
ヤー政権の積極的な児童入所施設閉鎖施策の結果である。





は親 の 支援 の た め に 用 い られ る 」 とい う,一 時 的 な危 機 状 態 にあ る親 の ニ ー ズ に応 え る側 面 を
備 え て い た が,こ の 課 題 中心(task-centred)の 里 親 ケ ア は,同 時 に,里 親 の 訓 練 と援 助 の レべ
くうアラ
ルを上げるものでもあった。この専門性の向上は,伝 統的に里親ケアが,心 身に障害のない,
難 しい行動 も示 さない,低 年齢児童に選択されてきながら,「かつては家庭託置が不適切 と考え
くお ラ
られたような児童にさえ里親制度を活用する好結果の動向が見られている」ことにも表れてい
る。1987年 の調査によると,心 身に障害があった り,行 動問題を抱えているような,い わゆる
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表1-1地 方自治体のケア/育 成を受けている児童1965-1996イ ングランド
年度 全体数







1965 63900 33200 52 23800 37 ・・11 11
1973 :::11 28400 32 28300 32 32100 36
1974 91300 29400 32 37400 41 24500 27
1982 ::1! 36900 42 26400 30 25400 29
1996 51200 33200 65 ・11! 12 12000 24
出 所:HouseofCommons(1998)HealthCommitteeSecondReport:ChildrenLookedAfter
ByLocalAuthorities,Volumel,HC319-1,TheStationeryOffice,p.xiiよ り作 成





親族ではない里親ケア 29000 29 32500 42
親族による里親ケア ・:11 7 x:1! 6
地方自治体あるいは民間
組織による施設入所
34600 35 18400 24
親,後 見 人,親 族,友 人
の も とで のケ ア
18700 19 13500 18




専 門 的 な里 親 は,里 親 家 庭 全 体 の29%に 上 り,短 期 里 親 の25%や,親 族 あ る い は養 子 縁 組 の 前
段 階 にあ る,特 定 の 児 童 の み(Particularchildonly)を 扱 う24%を 凌 ぎ,非 専 門 的里 親 の29%
くロラ
に並 ん で い る。
ま た,1956年 の 調 査(GrayandParr)に お い て,1家 庭 につ き託 置 され て い る 児 童 の 数 は,
平 均1.3人 で,児 童1人 が79%,児 童2人 が17%で あ った の に対 し,1987年 の調 査 で は,平 均
ゆの
1.8人 で,児 童1人 が49%,児 童2人 が35%と な っ て い る 。 これ は,里 親 ケ ア に あ る 児 童 が,
1956年 の 約25000人 か ら,1986年 に は約35000人 と増 加 した に もか か わ らず,里 親 家 庭 の 数 は,
あり
どち ら も約20000で あ っ た こ と と関 係 が あ ろ う。 現 在 の 里 子 の 数 は,1986年 か らほ とん ど変 わ
あの
っていないが,里 親家庭の数は,約27000と30%ほ ど増加 している。つまり,近 年の里親ケア




以上のことか ら,戦 後英国における里親ケアの展開は,次 のように言うことができるだろう。
戦中,戦 後の劣悪な施設ケア環境と行政責任の混乱の指摘によって,1948年 児童法を基礎 とす
る戦後間もない時期の実践では,独 立した児童部が中心 となって里親優先原則 を推 し進めた。
しか し,里 親ケア自体の研究やソーシャルワークの未発達などもあって,施 設ケアに取って代
わる ものとはならなかった。非行少年が問題 となった60年 代からは,予 防の観点が主となり,
ソーシャルワークの介入や里親家庭の失敗が問題 となる中,長 期里親ケアと短期里親ケアが並
び立つようになった。1975年 児童法以降,特 に近年の里親ケアにおいては,長 期里親ケア と短
期里親ケアの実践の整理,言 い換えれば 目的による使い分けが明確になってきていることが,
重要だと考 えられる。短期里親ケアは,親 の援助 と児童の家庭復帰や,青 少年が大人の生活に
移 り変わるのを手助けした り,時 には,養 子縁組や長期里親家庭に移行するのを援助 した りす
ぼヨラ
ることを基礎 としている。長期里親ケアは,家 庭に戻ることができないような児童に提供 され,
ぼり
親族 との接触の存続を援助する場合で も,し ばしば,児 童の精神的な親になっている。この実
践における発展は,「1989年 児童法が,里 親ケアの役割に,さ らなるバランスと明確さを取 り戻
ぼらラ
し て き て い る 」 こ と に つ な が っ て い る 。 つ ま り,裁 判 所 が 児 童 の 意 見 と 親 責 任 を 考 慮 し な が ら
自 治 体 の ケ ア に 措 置 す る と い う,児 童 と親 と政 府 の 関 係 を 問 い 直 す 形 と な っ た1989年 児 童 法 が,
1948年 児 童 法 か ら受 け 継 い だ も の は,「 里 親 ケ ア 」 で あ っ た 。 施 設 ケ ア よ り里 親 ケ ア を 優 先 させ
る と い うバ ラ ン ス と,里 親 ケ ア の 期 間 に よ る 役 割 が 明 確 に な っ た と い う 意 味 で,1989年 児 童 法









(8)津 崎 哲 雄(1982)「 児 童 の ケ ア に 関す る公 式 調 査(カ ー テ ィ ス)委 員 会 の 背 景 をめ ぐ る若 干 の 考 察 」 大








⑯DonaldWinnicottやSusanIsaacs,JohnBowlbyら の研 究 が あ る。
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㈲ た と え ば,1966年 に,ロ ン ド ン の あ る 区 の 里 親 ケ ア の 割 合 は18%で あ っ た の に 対 し,ウ ェ ー ル ズ の
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